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要 旨 

本稿では、家計別のインフレ率を算出し、各家計の実質購買力（直面するイ

ンフレ率で実質化した家計所得）を測ることによって、食料・エネルギー価格

など一部の品目で相対価格が変化した際に、家計にどのような影響が生じるか

を検証する。一般に、消費バスケットは家計毎に異なるため、品目ごとに物価

指数が異なった動きをすると、各家計の直面するインフレ率も異なった動きを

する。そこで、本稿では、『慶應義塾家計パネル調査（KHPS）』（2004～2008年）
の個票データと、『消費者物価指数統計』の品目別価格データを用いて、2008
年に生じた食料・エネルギー価格の高騰が家計別インフレ率にどのような影響

を与え、家計間の実質購買力の分布をどのように変えたかを明らかにする。 
分析の結果、2008 年の食料・エネルギー価格の高騰は、高所得家計に比べ、
低所得家計のインフレ率を上昇させたことがわかった。また、この間、名目所

得の分布は家計間で大きな変化は生じなかったため、結果的に、低所得家計ほ

ど、食料・エネルギー価格の高騰による実質所得の目減りが大きくなったこと

もわかった。つまり、食料・エネルギー価格の高騰は、低所得家計に大きな影

響を与え、実質所得の格差拡大をもたらしたといえる。このことは、所得格差

の大きさに注目する際には、名目所得だけでなく、家計毎に直面するインフレ

率が異なることを踏まえた実質所得についても、目を向けることが重要である

ことを示唆する。 
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